
書式第 12号 (法第 28条関係 )
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「 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 セブンスピリット

1 事業の成果

当事業年度は、コロナの影響で停滞していた日本とフィリピンの人の行き来が回復したこともあつて、主に日本からこら

れた学生さんを対象とした貨困問題等の広報事業、また学生有志のオーケストラの無料演奏を行う機会が増え、弊団

体の活動をより多くの方に知っていただく機会となつた。また、現地における活動のメインとなる、子どもたちを対象とした、

音楽・スポーツを通した教育支援は新入生を迎え、より多くの子どもたちに教育支援を行える環境づくりを行つた。

現在、およそ200名の子どもたちに対して教育支援を行つているため、来事業年度ではこの部分をより強化し、より効

果のある教育支援を行つていきたい。

2事 業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【9,393】 千円 )

(2)その他の事業

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

被 災した子ども
等を対象にした
ふれあい・交流
促進事業

台風等の被害|こあい、家を失つた
子どもたちを対象とした交流活動
を行い、物質的、また精神的な面
での支援を行う。

FttB寺

フィリピン・

セブ島
0名

セブ島の貫

困 地 域 に

住む子ども

たち

災害被 災地域
や貫困に苦しむ
地域等の子ども
達に対する生活
支援・教育支援
事業

貧困地域の子どもたちを対象とし
た、音楽・スポーツを通した教育
支援を行う。

随 時
フィリピン・

セブ島
15名

セブ島の貧

困 地 域 に

住む子ども

たち

約 200名 850

貫 困 問題 等 の
研究・調査及び
それらの広報事
業

主に日本の学生を対象に、フィリ
ピンの貧困問題を知ってもらい、
課題を解決するための広報活動
をイテう。

随 時
フィリピン・

セブ島
15名

セブ島を訪

れる日本人
約 500名 0

同じ目的を持つ
た他の NPO法
人及び団体を支
援する事業

日本の学生有志がセブ島各地の
学校で無料演奏会を行い、音楽
教育への足がかりをつくる

随 時
フィリピン・

セブ島
20名

セブ島の学

校に通う生

徒たち

約 1′000名 8′ 543

なし

|



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 活動計算書 (その他事業がな立ヽ場合 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人セブンスピリット
(単位 :円 )

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2,811′ 885

2 フ11 5

100′ 000

2 受取寄附金

受取寄附金

163′ 000
163,000

3受 取助威金等

受取補助金

4事業収益

NPO法人及び団体支援事業 8′ 560′ 234
8′ 560′ 234

16

135

A

11 5

5その他の収益

雑収入

受取利息

常 収 益 計

B】 経 常 費 用

1 事業資

(1)人件買

給料手当

福利厚生費

(2)その他経費

業務委託質

寄付金

広告宣伝費

施設利用料

備品購入質

旅費交通費

通信費

新聞図書買

雑費
393

(1)人件費

役員報酬

法定福利質

887′

フ44′ 000
143 584

(2) 1′ 433′ フア0

業務委託費

旅費交通費

通信費

消耗品費

事務用品質

諸会費

支払手数料

地代家賃

支払報酬料

支払利息

480′ 000
331′ 628

660
14′ 900
1.400

2′ 200
118′ 577
63.360

410′ 300
10′ 745

321 3

経 常 費 用 計 714 81
-179.679当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 … ●

【C】 経 常 外

経 常 外 収 益 計

益

〔D】 経 常

経 常 外 費 用 計

用

当 期 経 常 外 増 減 額 【Cl― 【D】 … C 0
-179′ 679

法人税.住民税及び事業税 ・̈ 0
前期繰越正味財産額 ・…0

0

2′825,749
‐3,005′ 428

財 産 増 減 額 ①+② ・¨③

+

|

|

561′ 7131

8′ 400′ 000.

129′406
182.6791

65:0741

36′84フ
|

2.6401

12.7811

2.3201

|



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 セブシスピリット

(単位 :円 )

澪ゞ| 目 金  額 ′」ヽ言十・

`ヽ

言十

A の

1 流動資産

6′ 158,717
現金預金

棚卸資産

6′ 158′ 717

・・・① 6 158 717
2 固定資産

1 固 定 0

2 0

(3)投資その他の資産 0

【A】 資 産 合 計 ①+② 6′ 158′ 717

【B-1】 負 債 の 部
1 負

6′ 284′ 145

未払金

前受金

預り金

45,578
6′ 213′ 000

25 567

流動負債合計 ・・・③ 6 1

2

2′880
長期借入金 2′ 880′ 000

負 債 合 計 ③+④ 9 164 145

【B-2 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

-2′ 825′ 749
-179′ 6フ 9

-3′005.428

【8】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 6′ 158′ 717

|



書式第 16号 (法第 28条 関係 )

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人セブンスピリット
重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法 人会計

基準協議会)によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産はございません

(2)固定資産の減価償却の方法

固定資産はございません

(3)引 当金の計上基準

引当金はございません

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスはございません。

(5)消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況 (単位 :円 )

科目 生活・教育支援事業 NpO法人 駆 支援事書 事業部門計 管理部門 合計

1 経常収益

1.受取会費

2.受取寄附金

3.受取助成金等

4.事業収益

5.その他収益

経常収益計

I経 常費用
(1)人件費

役員報酬

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

寄付金

広告宣伝費

施設利用料

備品購入買

旅費交通費

通信費

消耗品費

事務用品費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

地代家賃

支払報酬料

雑買

支払利息

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

542′ 377
32′ 600

8′ 560′ 234

1′ 627′ 131
97′ 800

8′ 560′ 234

2′ 169′508
130′400

16

642′ 377
32′ 600

8′ 560′ 234
16

2′811′ 885
163,000

574′ 977 10,285′ 165 10′ 860′ 142 674′ 993 11′ 535′ 135

850′ 000

850,000

561,713
7′550,000

129′406
182′ 679
65′ 074
36′847

2′640

2′320

8′ 543′ 460

12′ 781

2,320

9′ 393,460

12,781

561′ 713
8′ 400′ 000

129′ 406
182′679
65′ 074
36′847

2′640

744′ 000
143′ 584

887′ 584

480′ 000

331′ 628
660

14′900
1′400

2′200
118′577
63′ 360

410′ 300

10′745
1′433′ 770

744′ 000
143′584

887′ 584

1′ 041′ 713
8′400,000

129′406
182′679
65′ 074

368′475
3,300

14,900
1,400

12,781
2,200

118′577
63′ 360

410,300
2′320

10′745
10′ 827′ 230

850′ 000 8′ 543′460 2′321,354 11,714′ 814
-275′ 023 1 4 1

1 9′ 393′ 460
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施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

施設の提供等の物的サービスはございません。

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等はございません。

固定資産の増減内訳

固定資産の増減はございません。

6.借 入金の増減内訳

(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引はございません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事

項

・ 事業員と管理費の技分方法

賛助会員受取会費と受取寄付金の按分は、従業員の事業の従事割合によって技分しております。

。その他の事業に係る資産の状況

特になし

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

3′ 000′ 000 120′000 2′ 880′ 000
3′000,000 2′ 880′ 000

「
コ● |



事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 セプンスピリット

(単位 :円 )

「
水

£
理目産オ

コ
日
メ度年ｒ

⊃
ｎ
日

〓
↑

〈
「

科 目 金  額 小 計  | 言†

A】 産 の 部

1流動資産

現金預金

手元現金

みずほ銀行普通預金

西武信用金庫普通預金

未収金

6′ 158′ 717

6′ 157,135
1′582

■―――

流動資産合計 ・・・① 6 158 717
2固 定資産

(1)有形固定資産

(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産

ｎ

）

【A】 資 産 合 計 ①+② 6′ 158′ 717

【B-1】 負 債 の 部
1流

未払金

クレジットカード 45′ 578
前受金

オーケストライベント費用前受金

預り金

社会保険料・源泉所得税 25 567

流動負 ③ 6 284 145

2固 定負債

長期借入金

日本政策金融公庫 借入金 2′ 880′ 000

2 880 000

【B-1】負 債 合 言十③+④ 9′ 164′ 145

【B-2】正 味 員オ産 合 計 【A】 ―【B-1】 3.005.428

書式第 17号 (法第 28条関係 )

|

棚卸資産

|

|

__上■型塾型上____上

F色僣合計 ・・・④



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 唇事麗輩凩監覇i籠届雛鷲
所又は居所並びにこれら

特定非営利活動法人 セブシスピリット

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2役 員一覧

`″

し  々
1又  ‐

どちらかにC

(フリガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 II里 事・監事

タナカヒロアキ

田中 宏明

令和5年 1月 1日

令和 5年 12月 31日

令和5年 1月 1日

令和 5年 12月 31日

|.理事・監事

サカイタツヒロ

酒丼 達弘

令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年  月  日

年1 月  日

理事・監事

ゴシマケイスケ

五島 慶介

令和 5年 1月 1日

令アロ5年 12月 31日

年  月  日

年1 月  日

4 理事・::監事

八ネダヨシノブ

羽田 嘉伸

令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

5 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年1 月  日

年  月  日

6 理事・監事

年  月  日

月年 日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年  月 日

日月年

年  月  日

年 月 日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年  月  日

月年 日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年  月  日

月年 日

年  月  日

年1 月  日

ヽ
∠

う
０

|
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書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員
`名

簿  (社員のうち10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 セブンスピリット

氏  名

1

田中 宏明

2

酒丼 達弘

3

五島 慶介

4

田中 1政則

5

田中 千奈美

6

田中 恵美子

7

真武 亮平

8

末広 学

9

相原 功

10

鈴木 睦生

11

12

|




